
第３期介護給付適正化計画に関するアンケート調査結果（概要） 

平成２９年度調査 （参考）平成２８年度調査 

調査目的等 

 平成２８・２９年度共通項目 

• 東京都第３期介護給付適正化計画における実施目標等に係る進捗状況、自己評価及
び課題等についてアンケート調査を実施し、各保険者の行う進捗管理を支援する。 

• これまでの第３期計画の見直し状況等。 

 平成２９年度新規項目 

• 事業を実施するに当たっての各保険者のスタンス（方向性や規模感）等を把握する。 
• 事業の実施内容について指標となる項目の活用状況等。 
• 事業の効果検証のための指標や、次期計画を策定するに当たっての方向性等につい
ての保険者としての考え。 

調査対象 

• 都内保険者（６２区市町村） 
• 平成２８年度（平成２８年４月から平
成２９年３月まで）の取組状況等及び
平成２９年度の取組予定等 

• 都内保険者（６２区市町村） 
• 平成２７年度（平成２７年４月から平
成２８年３月まで）の取組状況等 
 

調査時期 
平成２９年５月１２日から 
平成２９年６月２日まで 

平成２８年５月２０日から 
平成２８年６月１０日まで 

回収率 １００％（全保険者から回収） １００％ 

結果の概要 別紙のとおり 

※出典は記載のない限り本調査結果及び平成２８年度調査結果による。 1 



適正化事業ごとの実施状況（平成２８年度） 別 紙 

適正化事業 
実施保険者数 

実施率 区部 
(２３) 

市部 
(２６) 

町村部 
(１３) 

計 
(６２) 

ケアプラン点検 ２３ ２０ ７ ５０   80.6% 

住宅改修等点検（※１） １９ １８ ８ ４５   72.6% 

縦覧点検・ 
医療情報との突合（※２） 

２３ ２６ １３ ６２ 100.0% 

介護給付費通知 ２２ ２６ １１ ５９   95.2% 

給付実績の活用 １９ １０ ３ ３２   51.6% 

※１ 住宅改修及び福祉用具購入の点検は、支給実績がない場合は未実施として集計している。 
※２ 縦覧点検・医療情報との突合は、全保険者で国保連合会に委託し、一部の帳票について事 
   業者への確認及び過誤処理を実施している。 2 



（出典）平成24年度～平成27年度の実施状況：介護保険業務技術的助言数値等資料編Ⅰ 

ケアプラン点検について 

 
• ケアプラン点検の実施率は平成２４年度から徐々に上昇している。平成２８年度における実
施状況は５０保険者で実施となっている（実施率80.6%）。 

• 実施件数は２８年度年間で10件未満及び１０件～５０件の保険者が多く、平均２５．０件。 

実施状況 

平成28年度 
（実施率） 

平成27年度 
（実施率） 

平成26年度 
（実施率） 

平成25年度 
（実施率） 

平成24年度 
（実施率） 

区部 
(23) 

２３ 
(100.0%) 

２３ 
(100.0％) 

２３ 
(100.0%) 

２３ 
(100.0%) 

２３ 
(100.0%) 

市部 
(26) 

２０ 
(76.0%) 

２０ 
(76.0%) 

１８ 
(69.2%) 

１６ 
(61.5%) 

１６ 
(61.5%) 

町村部 
(13) 

７ 
(53.8%) 

４ 
(30.8%) 

５ 
(38.5%) 

４ 
(30.8%) 

４ 
(30.8%) 

計 
(62) 

５０ 
(80.6%) 

４７ 
(75.8%) 

４６ 
(74.2%) 

４３ 
(69.4%) 

４３ 
(69.4%) 

24 

18 
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実施件数(平成28年度)別 
の保険者数 

10件未満 

10件～ 
50件未満 

50件～ 
100件未満 

100件以上 

平均：25.0件 

（n=50） 
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（主なもの） 

方向性 

（目的） 

• 自立支援に資するケアマネジメントの達成、介護支援専門員の「気づき」を促すこと
を目的とする保険者が多数。 

（実施方法） 

• 面談形式で実施する保険者が多いほか、地域包括支援センターや事業者連絡会等と連携した
評価会形式・研修会形式での実施も少数ある。 

• 一部、実地指導と併せた実施を採用する保険者もある。 

（対象事例等の選定） 

• 事業所や介護支援専門員を選定する場合、新規開設事業所や経験の浅い介護支援専門員
を対象とする保険者が多い。 

• その他、点検対象とするケアプランについて、事例やテーマ（特定のサービスの利用者、支
給限度額に対する割合が高い利用者のプラン等）を設定して選定する方法など。 

規模感 

• 年間の実施回数や件数を定め、その範囲で点検を実施する保険者が多数。 

• 一方、3年間で全事業所を一巡する、一定数以上の利用者がいる事業所は毎年実施す
るなど、規模を設定して計画的に実施している保険者も一部ある。 

• その他、管外の事業所に対する点検も含めた計画を立てて実施している保険者もある。 

ケアプラン点検について 

スタンス 
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ケアプラン点検について 

実施内容 

82.6% 

34.8% 
26.1% 

4.3% 

65.0% 

20.0% 20.0% 
10.0% 

100.0% 

28.6% 

0.0% 0.0% 
0%

25%

50%

75%

100%

都ガイドライン 国マニュアル 独自の手引き等 特になし 

ガイドラインやマニュアル等の活用状況（複数回答可） 

区部 
(n=23) 

市部 
(n=20) 

町村部 
(n=7) 

※都ガイドライン：「保険者と介護支援専門員が共に行うケアマネジメントの質の向上ガイドライン」平成２６年３月東京都 
※国マニュアル：「ケアプラン点検支援マニュアル」平成２０年７月厚生労働省 

14.3% 

14.3% 

42.9% 

85.7% 

5.0% 

25.0% 

50.0% 

75.0% 

13.0% 

56.5% 

26.1% 

65.2% 

0% 25% 50% 75% 100%

その他有資
格者 

介護支援専
門員 

主任介護支
援専門員 

事務職員 

保険者側の主たる点検職員（複数回答可） 

区部 
(n=23) 

市部 
(n=20) 

町村部 
(n=7) 

71.4% 

14.3% 

0.0% 

14.3% 

14.3% 

40.0% 

15.0% 

30.0% 

25.0% 

40.0% 

39.1% 

21.7% 

34.8% 

21.7% 

17.4% 

0% 25% 50% 75% 100%

特になし 

その他 

事業所の他の 
介護支援専門員 

事業所の管理者 

包括の主任 
介護支援専門員 

面談の同席者（複数回答可） 

区部 
(n=23) 

市部 
(n=20) 

町村部 
(n=7) 

事業の実施内容について指標となる項目① 
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ケアプラン点検について 

実施内容 

事業実施 
保険者数 

面談の場以外での 
主任介護支援専門員の 
活用（研修講師等） 

介護支援専門員に 
対する研修や連絡会等 

の開催 

国保連合会の 
「ケアプラン分析 
システム」の活用 

点検結果等について 
他の介護支援専門員 
への情報提供 

区部 
(n=23) 

 ６（26.1%） １３（56.5％）  ５（21.7%） １０（43.5%） 

市部 
(n=20) 

１３（65.0%） １２（60.0%）  ３（15.0%）  ５（25.0%） 

町村部 
(n=7) 

 ３（42.9%）  ３（42.9%）  ３（42.9%）  ３（42.9%） 

計 
(n=50) 

２２（44.0%） ２８（56.0%） １１（22.0%） １８（36.0%） 

事業の実施内容について指標となる項目② 
※実施／未実施で回答（カッコ内は実施率） ※最も高い割合を網掛け表示 

 
（主なもの） 

• アセスメントの重要性の再確認等を通じて、介護支援専門員のケアマネジメントの質の向
上につながっている。事例として、生活上の解決すべき課題や利用者の意向が読み取れるな
ど、自立支援に資するケアマネジメントの観点から改善されたプランが多く確認される
ようになっている。 

• 点検をきっかけとして、保険者や他の介護支援専門員との相談・協力体制が構築されてい
る。 

• 保険者と介護支援専門員との共通認識の構築につながっている。 

• 主任介護支援専門員の点検を行う側としての能力向上につながっている。 

効果 
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（主なもの） 
• 点検結果を対象事業所にフィードバックすることが重要。 
• 点検後、一定期間をおいてケアプランを再度提出してもらうことや、利用者の回復又は悪化の見込
みを踏まえた要介護状態等のモニタリング（悪化見込みの利用者の状態が維持された等）を実施す
ることで、利用者の身体状況やケアプランの改善状況を確認。 

• 点検を受けた介護支援専門員に対する、点検効果についてのアンケート調査の実施。 

 
（主なもの） 
a. 保険者の知識向上。異動等も踏まえて、点検

する側としての質の一定化。 

b. 点検対象となっていない介護支援専門員への
趣旨等の周知。 

c. 点検後の実際のサービス提供への反映状況。 
 

d. 都ガイドラインを活用している場合、リ・ア
セスメント支援シートを作成する介護支援専
門員の作業負担。リ・アセスシートに対する
理解度の差。 

e. 利用者に対する介護保険制度全般を含めた趣
旨等の周知。 
 

ケアプラン点検について 

課題 

効果検証の指標 

 
（主なもの） 
a. 研修等への継続的な参加。複数人体制での点

検実施。 

b. 研修や連絡会、集団指導を活用した周知。点
検の傍聴を認めて実施。 

c. 事業者へのヒアリングや実地指導を通じた確
認。 

d. 要点を押さえた質問事項の再検討。「ケアマ
ネジメントの質の向上研修会」を受講した介
護支援専門員を対象とした点検の実施。 
 

e. 広報や給付費通知等を活用した周知。 

対策 
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保険者 事業者 利用者 

理
解
度 

取
組
内
容 

 
• 会議や勉強会の実施を通
じた情報共有。 

• 研修や説明会等への参
加。 

• 点検担当者以外の点検へ
の同席。 

• 介護保険事業計画等への
掲載及び進行管理。 
 

• 連絡会や集団指導等を通
じた情報提供及び点検へ
の協力依頼。 

• 研修等への介護支援専門
員の推薦。 

• 点検対象となっていない
介護支援専門員等の点検
への傍聴。 

• 介護保険事業計画、広報
媒体等を通じた周知。 

• 介護支援専門員を通じた
理解促進。 

• 点検の結果を広く周知す
る方法を検討（運営推進
会議の場でケアプランの
必要性等を説明）。 

ケアプラン点検について 

事業趣旨の理解度 

5 

6 

15 

25 

11 

3 

4 

22 

17 

16 

1

2

3

4

5

7 

9 

24 

13 

9 

5 

8 

23 

14 

12 

1

2

3

4

5

29 

9 

20 

2 

2 

32 

7 

16 

4 

3 

1

2

3

4

5
高 

低 

高 

低 

高 

低 

■ 平成28年度 ■ 平成27年度 

【平均】 
平成28年度：3.63 
平成27年度：3.50 

【平均】 
平成28年度：3.32 
平成27年度：3.13 

【平均】 
平成28年度：2.02 
平成27年度：2.02 
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居宅介護支援事業所や介護支援専門員に対する研修や説明会等の実施 
• 介護支援専門員等への説明会や研修会を実施し、研修内容を充実させるなど、きめ細やかな
連携や情報共有をとる。 

主任介護支援専門員のさらなる活用 
• 主任介護支援専門員が更新制度になったことも加味し、主任介護支援専門員の活用の充実を
図る。 

• 主任介護支援専門員の資質向上に資する研修を実施する。 

ケアマネジメント能力の均一化 
• ケアマネジメントの質の向上につながる情報を積極的に発信し、ケアマネジメント能力を均
一化する。 

• 介護支援専門員の力量にバラつきがあるため、集団指導等でよくある指摘事項を提示する。 

その他 
• 保険者であり指定権者である責任を鑑み、ケアプラン点検を新たな視点から行う。 
• 居宅介護支援事業所と介護支援専門員とを一体的に管理することで、より効果的なケアプラ
ン点検の実施に活用できる。 

• 居宅介護支援事業所に対する実地指導やケアプラン点検の結果、介護支援専門員から保険者
への問合せ記録などから内容等を集積・分析し、発信していく。 

• 実地検査・調査を定期的に実施する。検査件数や調査件数を増加させる。 
• ケアプラン作成やサービス担当者会議への立会いを通じた現場確認を行う。 
• 地域包括支援センターと情報共有しつつ、経験の浅い介護支援専門員を集中的に支援する。 

ケアプラン点検について 

指定権限の移譲を踏まえたケアマネジメントの質の向上のための取組 
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（出典）平成24年度～平成27年度の実施状況：介護保険業務技術的助言数値等資料編Ⅰ 

住宅改修等点検について 

 
• 住宅改修等点検の実施率は平成２５年度から徐々に下降している。平成２８年度における実
施状況は住宅改修に係る調査が４５保険者、福祉用具購入に係る調査が１２保険者で実施。 

• 住宅改修に係る訪問調査の実施件数は１０件未満の保険者が多く、平均２７．０件。 

実施状況 

平成 
28年度 
(実施率) 

平成 
27年度 
(実施率) 

平成 
26年度 
(実施率) 

平成 
25年度 
(実施率) 

平成 
24年度 
(実施率) 

区部 
(23) 

住改 
１９ 

(82.6%) 
２０ 

(87.0%) 
２０ 

(87.0%) 
２１ 

(91.3%) 
２１ 

(91.3%) 

用具 
４ 

(17.4%) 
７ 

(30.4%) 
９ 

(39.1%) 
１３ 

(56.5%) 
１０ 

(43.5%) 

市部 
(26) 

住改 
１８ 

(69.2%) 
２２ 

(84.6%) 
２４ 

(92.3%) 
２５ 

(96.2%) 
２４ 

(92.3%) 

用具 
７ 

(26.9%) 
９ 

(34.6%) 
１０ 

(38.5%) 
１２ 

(46.2%) 
１３ 

(50.0%) 

町村部 

(13) 

住改 
８ 

(61.5%) 
９ 

(69.2%) 
８ 

(61.5%) 
８ 

(61.5%) 
９ 

(69.2%) 

用具 
１ 

(7.7%) 
２ 

(15.4%) 
２ 

(15.4%) 
２ 

(15.4%) 
１ 

(7.7%) 

計 
(62) 

住改 
４５ 

(72.6%) 
５１ 

(82.3%) 
５２ 

(83.9%) 
５４ 

(87.1%) 
５４ 

(87.1%) 

用具 
１２ 

(19.4%) 
１８ 

(29.0%) 
２１ 

(33.9%) 
２７ 

(43.5%) 
２４ 

(38.7%) 

22 

12 

8 
3 

住宅改修訪問調査件数 
(平成28年度)別の保険者数 

10件未満 

10件～ 
50件未満 

50件～ 
100件未満 

100件以上 
平均：27.0件 

（n=45） 

7 3 

2 

福祉用具購入訪問調査件数 
(平成28年度)別の保険者数 

10件未満 

10件～ 
20件未満 

20件以上 

（n=12） 

平均：13.4件 10 



 
（主なもの） 

方向性 

（住宅改修） 
• 訪問調査の目的として、利用者の身体状況や家屋の状況から、実態に合った改修内容となっ
ているか確認することを挙げる保険者が多数。 

（福祉用具） 
• 購入履歴や購入内容を確認した上で、その必要性等について調査する。 

訪問調査の選定基準 

（住宅改修） 

• 改修費用が高額なものや、事前申請段階（図面・理由書等）から疑義が生じたものに対し
て訪問調査を行う保険者が多数。 

• また、担当の介護支援専門員がいない場合や退院に向けた改修の場合等、一定の基準を決
めた上での実施も少数ある。 

• 事業所を選定する場合、実績が少ない事業者の行う改修を調査する保険者もある。 
• 一部、独自の住宅設備給付（保険外サービス）と介護保険の住宅改修とを併用する場合に実
施する保険者もある。 

（福祉用具） 

• 複数商品の同時購入又は同一品目の再購入時に訪問調査を行う保険者が複数。 
• その他、電話による確認のみ実施（訪問調査は未実施）など。 

住宅改修等点検について 

スタンス 
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住宅改修等点検について 

実施内容 

0.0% 

0.0% 

12.5% 

37.5% 

75.0% 

5.6% 

0.0% 

27.8% 

22.2% 

83.3% 

21.1% 

10.5% 

15.8% 

26.3% 

63.2% 

0% 25% 50% 75% 100%

その他 
有資格者 

建築士 

福祉住環境コー
ディネーター 

(主任)介護 
支援専門員 

事務職員 

保険者側の主たる点検職員（複数回答可） 

区部 
(n=19) 

市部 
(n=18) 

町村部 
(n=8) 

12.5% 

0.0% 

62.5% 

87.5% 

22.2% 

11.1% 

50.0% 

72.2% 

15.8% 

5.3% 

73.7% 

73.7% 

0% 25% 50% 75% 100%

特になし 

その他 

事業者 

担当の介護 
支援専門員 

調査の同行者（複数回答可） 
※本人及び家族を除く。 

区部 
(n=19) 

市部 
(n=18) 

町村部 
(n=8) 

事業の実施内容について指標となる項目① 
(住宅改修) 

事業実施 
保険者数 

① 受領委任払いの導入 
② ①のうち事業者の 

登録制の採用 
③ ②のうち登録にあた 

って設ける要件 

区部 
(n=19) 

１８（94.7%） １６（84.2％） １０（52.6%） 

市部 
(n=18) 

１７（94.4%） １６（88.9%）  ５（27.8%） 

町村部 
(n=8) 

 ２（25.0%）  １（12.5%）  ０  （0.0%） 

計 
(n=45) 

３７（82.2%） ３３（73.3%） １５（33.3%） 12 



住宅改修等点検について 

実施内容 

0.0% 

0.0% 

0.0% 

100.0% 

0.0% 

14.3% 

0.0% 

42.9% 

14.3% 

71.4% 

0.0% 

0.0% 

50.0% 

25.0% 

50.0% 

0% 25% 50% 75% 100%

その他 
有資格者 

建築士 

福祉住環境コー
ディネーター 

(主任)介護 
支援専門員 

事務職員 

保険者側の主たる点検職員（複数回答可） 

区部 
(n=4) 

市部 
(n=7) 

町村部 
(n=1) 

100.0% 

0.0% 

0.0% 

0.0% 

28.6% 

14.3% 

28.6% 

57.1% 

50.0% 

25.0% 

50.0% 

25.0% 

0% 25% 50% 75% 100%

特になし 

その他 

事業者 

担当の介護 
支援専門員 

調査の同行者（複数回答可） 
※本人及び家族を除く。 

区部 
(n=4) 

市部 
(n=7) 

町村部 
(n=1) 

事業の実施内容について指標となる項目② 
(福祉用具) 

事業実施 
保険者数 

① 受領委任払いの導入 
② ①のうち事業者の 

登録制の採用 
③ ②のうち登録にあた 

って設ける要件 

区部 
(n=4) 

 ３（75.0%）  ２（50.0％）  １（25.0%） 

市部 
(n=7) 

 ６（85.7%）  ５（71.4%）  ２（28.6%） 

町村部 
(n=1) 

 ０  （0.0%） 

計 
(n=12) 

 ９（75.0%）  ７（58.3%）  ３（25.0%） 13 



 
（主なもの） 
a. 職員の知識向上及び、異動等に伴うノウハウ

の引き継ぎが必要。 

b. 新規の事業所や一般の業者等、福祉系の実績
が少ない業者に対する制度周知。 

c. 福祉用具購入に係る訪問調査の実施に至って
いない。 

d. 類似の改修内容であっても改修金額が異なる
場合の対応が課題。 

 
（主なもの） 

• 介護支援専門員も含めた事業者の適切な改修
等に対する理解促進。 

• 申請書類の不備等の防止・不備件数の減少
につながっている。 

• 事前申請から給付までの流れが円滑になり、
日数をかけずに処理できている。 

• 事業者に対するけん制効果につながっている。 

住宅改修等点検について 

 
（主なもの） 
a. 研修会等の受講や複数人による訪問調査の実

施。マニュアルやＱ＆Ａの整備。 

b. 窓口における個別の説明以外に、ホームペー
ジ等を活用した周知を実施。 

c. 他の保険者の実施状況を参考に検討。 
 

d. 利用者や介護支援専門員に対して複数業者か
ら見積りをとるよう促す。 

 
（主なもの） 
• 住宅改修等の給付後、一年以上経過した時点で
の事後調査を実施し、利用者の身体状況の変化
等を確認する。 

• 住宅改修後、利用者に対するアンケート（業者
の選定を十分に検討したか、内容に納得してい
るか等）を実施。 

効果検証の指標 

対策 課題 

14 

効果 



保険者 事業者 利用者 

理
解
度 

取
組
内
容 

 
• 申請時及び調査時の
チェックリストや事例ご
とのＱ＆Ａの作成。 

• 勉強会等を通じた情報共
有。 

• 住宅改修や福祉用具に関
連する講習会等の受講。 

• 説明会や集団指導等を通
じた周知。 

• 事業紹介のほか、申請書
や理由書の様式等も含め
てホームページに掲載。 

• 窓口や電話における問合
せ時の対応。 

• ホームページや利用者向
け広報等を活用。 

• 事業者や介護支援専門員、
地域包括支援センターを
通じた周知。 

住宅改修等点検について 

事業趣旨の理解度 

4 

1 

13 

29 

15 

2 

2 

16 

24 

18 

1

2

3

4

5

7 

5 

28 

14 

8 

2 

9 

25 

17 

9 

1

2

3

4

5

10 

6 

31 

10 

5 

5 

13 

28 

10 

6 

1

2

3

4

5
高 

低 

高 

低 

高 

低 

■ 平成28年度 ■ 平成27年度 

【平均】 
平成28年度：3.87 
平成27年度：3.81 

【平均】 
平成28年度：3.35 
平成27年度：3.18 

【平均】 
平成28年度：2.98 
平成27年度：2.90 

15 



縦覧点検・医療情報との突合について 

 
• 一部の帳票については全保険者で国保連合会への委託により過誤処理まで実施（※１）。 
• 委託外の６帳票について、「実施」又は「一部実施」としている保険者の割合は全体で６割
程度。実施保険者における平均実施帳票数は全体で3.51帳票（※２）。 

実施状況① 

16 

22.6% 
(14保険者) 

38.5% 
(5保険者) 

19.2% 
(5保険者) 

17.4% 
(4保険者) 

37.1% 
(23保険者) 

38.5% 
(5保険者) 

42.3% 
(11保険者) 

30.4% 
(7保険者) 

40.3% 
(25保険者) 

23.1% 
(3保険者) 

38.5% 
(10保険者) 

52.2% 
(12保険者) 

計 

(62) 

町村部 

(13) 

市部 

(26) 

区部 

(23) 

全て実施 

一部実施 

未実施 

※１ 医療情報との突合及び下記の縦覧点検の帳票は、一部の情報を全保険者で委託により実施しているため集計対象外。 
   【国保連合会で過誤処理まで実施する縦覧点検の帳票】 
     居宅介護支援請求におけるサービス実施状況一覧表、重複請求縦覧チェック一覧表、 
     算定期間回数制限チェック一覧表、単独請求明細書における準受付審査チェック一覧表 

※２ 年度を通じて該当情報がなかったが、帳票を点検する体制が整っていた場合には「実施」として集計している。 

実施保険者における 
平均実施帳票数 

区部 
(n=11) 

3.64帳票 

市部 
(n=16) 

3.06帳票 

町村部 
(n=10) 

4.10帳票 

計 
(n=37) 

3.51帳票 



※ 年度を通じて該当情報がなかったが、帳票を点検する体制が整っていた場合には「実施」として集計している。 
 

縦覧点検・医療情報との突合について 

 
• 委託外の６帳票では「要介護認定期間の半数を超える短期入所受給者一覧表」や「軽度の要
介護者にかかる福祉用具貸与品目一覧表」の実施率が比較的高くなっている（※）。 
 

実施状況② 

要介護認定期
間の半数を超
える短期入所
受給者一覧表 

入退所を繰り
返す受給者縦
覧一覧表 

居宅介護支援
再請求等状況
一覧表 

月途中要介護
状態変更受給
者一覧表 

軽度の要介護
者にかかる福
祉用具貸与品
目一覧表 

独自報酬算定 
事業所一覧表 

区部 
(23) 

８ 
(34.8%) 

７ 
(30.4％) 

６ 
(26.1%) 

６ 
(26.1%) 

７ 
(30.4%) 

６ 
(26.1%) 

市部 
(26) 

１０ 
(38.5%) 

６ 
(23.1%) 

７ 
(26.9%) 

６ 
(23.1%) 

１２ 
(46.2%) 

８ 
(30.8%) 

町村部 
(13) 

８ 
(61.5%) 

８ 
(61.5%) 

５ 
(38.5%) 

６ 
(46.2%) 

９ 
(69.2%) 

５ 
(38.5%) 

計 
(62) 

２６ 
(41.9%) 

２１ 
(33.9%) 

１８ 
(29.3%) 

１８ 
(29.3%) 

２８ 
(45.2%) 

１９ 
(30.6%) 

※最も高い割合を網掛け表示 
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（主なもの） 
• 過誤申立件数及び効果額。 

※効果額:（過誤申立金額）－（再請求後の金額） 

※「国保連合会介護給付適正化システム」では、
「適正化等による申立件数・効果額」の帳票で、
申立事由コード別に件数と効果額が確認できる。 

※申立事由コードでは、「請求誤り」のほか、
「適正化（縦覧点検）」のように適正化事業ごと
にコードが設定されている。 

 
（主なもの） 
 実施保険者 

• 過誤申立等による給付の適正化につながる。
他の事業よりも直接的な効果がある。 

• 適正な報酬請求に関する保険者との共通認識
の構築。請求誤りの再発防止効果。 

 未実施保険者 
• 国保連合会のマニュアルにより、点検しやすい

帳票の選定及び効率的な実施につながる。 

縦覧点検・医療情報との突合について 

効果 

 
（主なもの） 
a. 点検に充てる人員体制の整備や異動に伴う引

き継ぎの必要性、時間の確保。 
 

b. 効率よく点検する手法の確立。 
 

c. 点検項目を増やすなど、さらなる活用にあ
たってのノウハウの蓄積。 

 
（主なもの） 
a. 勉強会等を通じた情報共有に加え、複数の人

員が点検に取り組めるよう、所掌事務の分担
の見直し等を図る。 

b. 他の保険者の取組を参考にする。過誤申立等
に直結する帳票を選定し、重点的に取り組
む。 

c. 国保連合会の研修の受講や、国保連合会のマ
ニュアルの活用。 

効果検証の指標 

対策 課題 

18 



保険者 事業者 

理
解
度 

取
組
内
容 

 
• 係内会議における点検結果報告等を通
じた情報共有。 

• 国保連合会の研修の受講等を通じた理
解促進。 

 
• 事業者連絡会や研修等の際に周知。 

• 事業者への照会時に、国保連合会のマ
ニュアルにも記載のある関連告示や通
知等の根拠規定を丁寧に説明。その際、
趣旨についても理解を求めている。 

縦覧点検・医療情報との突合について 

事業趣旨の理解度 

9 

8 

20 

20 

5 

3 

14 

26 

12 

7 

1

2

3

4

5

8 

15 

29 

6 

4 

1

2

3

4

5
高 

低 

高 

低 

■ 平成28年度 ■ 平成27年度 

【平均】 
平成28年度：3.10 
平成27年度：3.06 

【平均】 
平成28年度：2.73 

※平成27年度については事業者
の理解度に対する設問項目なし 
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（出典）平成24年度～平成27年度の実施状況：介護保険業務技術的助言数値等資料編Ⅰ 

介護給付費通知について 

 
• 介護給付費通知の実施率は平成２５年度から微増している。平成２８年度における実施状況
は５９保険者で実施となっている（実施率95.2%）。 

• 通知の対象月数は１年間分としている保険者が最も多く２１保険者。次いで２か月分。 

実施状況 

平成28年度 
（実施率） 

平成27年度 
（実施率） 

平成26年度 
（実施率） 

平成25年度 
（実施率） 

平成24年度 
（実施率） 

区部 
(23) 

２２ 
(95.7%) 

２２ 
(95.7％) 

２２ 
(95.7%) 

２２ 
(95.7%) 

２２ 
(95.7%) 

市部 
(26) 

２６ 
(100.0%) 

２６ 
(100.0%) 

２６ 
(100.0%) 

２５ 
(96.2%) 

２６ 
(100.0%) 

町村部 
(13) 

１１ 
(84.6%) 

８ 
(61.5%) 

８ 
(61.5%) 

８ 
(61.5%) 

９ 
(69.2%) 

計 
(62) 

５９ 
(95.2%) 

５６ 
(90.3%) 

５６ 
(90.3%) 

５５ 
(88.7%) 

５７ 
(91.9%) 

9 

13 

10 5 
1 

21 

通知対象月数(平成28年度計) 
別の保険者数 

1か月 

2か月 

3～5か月 

6か月 

7～11か月 

12か月 

（n=59） 
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介護給付費通知について 

 
（主なもの） 

方向性 

（目的） 

• 利用者が自らのサービス内容や費用負担等を見直し、より適切なサービスの利用を促す
機会とすることや、事業者の不正請求等の発見・予防につなげることを目的とする保険
者が多数。 

• また、利用者にとって分かりやすい通知になるよう、適宜工夫や見直しを行いながら推
進するとしている保険者が多い。 

（実施方法） 
• 通知回数や対象月、対象者の絞込み状況等は保険者によって様々。 
• 例：制度改正の前後2か月を対象月とする、施設サービス受給者を対象者から外す など 

効果的に推進する上での課題や必要な見直し等 

• 介護給付費通知は費用対効果が見えにくいとの指摘が多く挙がっている。このことを踏ま
え、事業を効果的に推進する上での課題や見直しについて保険者に確認したところ、次のよ
うな意見があった。 

• 医療保険における通知と異なり、高齢者が介護給付費通知の内容を理解することは難しいた

め、利用者本人以外へのアプローチが必要。 
• 発送までの事務量や経費等と比較して効果が薄い。ただ利用者からのニーズや事業者へのけ
ん制効果も一定数あるため、通知回数等の見直しについてバランスをとる必要がある。 

スタンス 

21 



介護給付費通知について 

実施内容 事業の実施内容について指標となる項目① 

66.1% 

63.6% 

69.2% 

63.6% 

22.0% 

27.3% 

23.1% 

18.2% 

11.9% 

9.1% 

7.7% 

18.2% 

0% 25% 50% 75% 100%

計 
(n=59) 

町村部 
(n=11) 

市部 
(n=26) 

区部 
(n=22) 

通知対象者 

全受給者 

在宅サービス 
受給者のみ 

その他 

事業実施 
保険者数 

国保連合会への委託状況 

委託なし（自保険者で実施） 委託あり(通知書の情報提供まで) 委託あり(通知書の作成まで) 

区部 
(n=22) 

１９（86.4%）  １  （4.5％）  ２  （9.1%） 

市部 
(n=26) 

２３（88.5%）  ０  （0.0%）  ３（11.5%） 

町村部 
(n=11) 

 ５（45.5%）  １  （9.1%）  ５（45.5%） 

計 
(n=59) 

４７（79.7%）  ２  （3.4%） １０（16.9%） 22 



介護給付費通知について 

実施内容 

50.0% 

0.0% 

16.7% 

0.0% 

0.0% 

50.0% 

8.7% 

4.3% 

0.0% 

4.3% 

17.4% 

91.3% 

15.0% 

5.0% 

5.0% 

5.0% 

15.0% 

80.0% 

0% 25% 50% 75% 100%

特になし 

その他 

利用者に対する 
アンケート 

地域状況(サービス、 
保険料、給付費等) 
に関するお知らせ 

介護保険制度、 
給付適正化等 

に関するお知らせ 

給付費通知の見方、 
利用者からのＱ＆Ａ 

給付費通知の同封物（複数回答可） 

区部 
(n=20) 

市部 
(n=23) 

町村部 
(n=6) 

事業の実施内容について指標となる項目② 

※通知書作成を自保険者で実施又は 
国保連委託(情報提供まで)の場合 

24 
(41%) 

35 
(59%) 

利用者への通知内容の説明について 
介護支援専門員への協力依頼 

依頼している 依頼していない 

（n=59） 

23 



 
（主なもの） 
• 利用者に対するアンケート調査等により、指標
となるものを検討する。 

• 利用者が実際に通知を確認しているか等を
チェックする機会を設ける。 

• 通知を受け取った利用者からの問合せや提供情
報を事業者の指導に生かしていく。 

 

 
（主なもの） 
• 利用者の制度理解の促進につながっている。 

• 件数としては少ないが、利用者からの問合せに
よって事業者の請求誤りを発見・是正すること
ができている。また、一定のけん制効果は期待
される。 

• 通知内容等の工夫・見直しを図ることで、利用
者からの問合せが減少している。 

介護給付費通知について 

効果 

 
（主なもの） 
a. 通知の見方等をさらにわかりやすく工夫する

必要がある。また、通知の趣旨を理解しても
らえるよう、周知徹底する必要がある。 
 

b. 介護給付費通知の効果について検討する必要
がある。 

c. 介護予防・日常生活支援総合事業によるサー
ビス分についても通知する必要がある。 

 
（主なもの） 
a. 他の保険者の事例も参考にしつつ、利用者か

らの問合せを記録し、改善につなげていく。
周知にあたっては介護支援専門員や地域包括
支援センターの協力を得る。 

b. 全受給者に送付しているため、広報媒体とし
ての活用を検討する。 

c. 国保連合会への委託ではなく自保険者での実
施によって対応することを検討する。 

効果検証の指標 

対策 課題 
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保険者 事業者 利用者 

理
解
度 

取
組
内
容 

 
• 担当や係内での勉強会等
の実施による情報共有。 

• 問合せ記録やＱ＆Ａの作
成。 

• 通知発送に合わせて居宅
介護支援事業所にも案内
文等を送付。 

• 事業者連絡会や説明会等
における周知及び協力依
頼。 

• 事業者に対するアンケー
ト調査による実態把握。 

• 介護給付費通知に関する
お知らせ等の同封。 

• ホームページへの事業趣
旨の掲載。 

• 窓口等によるパンフレッ
ト等の配布。 

介護給付費通知について 

事業趣旨の理解度 

2 

1 

16 

25 

18 

0 

2 

18 

19 

23 

1

2

3

4

5

4 

7 

27 

17 

7 

3 

9 

31 

11 

8 

1

2

3

4

5

3 

9 

26 

19 

5 

1 

12 

29 

16 

4 

1

2

3

4

5
高 

低 

高 

低 

高 

低 

■ 平成28年度 ■ 平成27年度 

【平均】 
平成28年度：4.02 
平成27年度：3.90 

【平均】 
平成28年度：3.19 
平成27年度：3.26 

【平均】 
平成28年度：3.16 
平成27年度：3.23 
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（出典）平成27年度及び平成26年度の実施状況：介護保険業務技術的助言数値等資料編Ⅰ 
（出典）平成25年度及び平成24年度の実施状況：厚生労働省介護給付適正化実施状況調査 

給付実績の活用について 

 
• 給付実績の活用の実施率は平成２６年度から微増、平成２７年度から横ばいとなっている。
平成２８年度における実施状況は３２保険者で実施（実施率51.6%）。 

• 国保連合会のマニュアルを活用している保険者は１７保険者。 

実施状況 

平成28年度 
（実施率） 

平成27年度 
（実施率） 

平成26年度 
（実施率） 

平成25年度 
（実施率） 

平成24年度 
（実施率） 

区部 
(23) 

１９ 
(82.6%) 

１８ 
(78.3％) 

１７ 
(73.9%) 

１８ 
(78.3%) 

１９ 
(82.6%) 

市部 
(26) 

１０ 
(38.5%) 

１０ 
(38.5%) 

９ 
(34.6%) 

７ 
(26.9%) 

１３ 
(50.0%) 

町村部 
(13) 

３ 
(23.1%) 

４ 
(30.8%) 

０ 
(0.0%) 

２ 
(15.4%) 

４ 
(30.8%) 

計 
(62) 

３２ 
(51.6%) 

３２ 
(51.6%) 

２６ 
(41.9%) 

２７ 
(43.5%) 

３６ 
(58.1%) 

17 
(53%) 

15 
(47%) 

「国保連合会介護給付適正化 
システム」のマニュアルの活用状況 

活用している 活用していない 

（n=32） 
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給付実績の活用について 

3 
(9%) 

29 
(91%) 

①国保連合会への要介護 
認定情報の送付状況 

送付している 

送付していない 

（n=32） 

2 
(7%) 

9 
(31%) 

18 
(62%) 

②給付情報と認定情報との突合 
を行った活用・分析の状況 
(国保連合会への送付以外) 

介護情報提供WEB 
システムを活用し
て実施 

その他のシステム
を活用して実施 

実施していない 

（n=29） 

実施内容 事業の実施内容について指標となる項目 

6.3% 

3.1% 

62.5% 

18.8% 

46.9% 

0% 25% 50% 75% 100%

その他 

サービス担当者会議、 
地域ケア会議での資料 

事業者へのサービス 
内容確認、過誤調整 

ケアプラン点検の 
対象事業所抽出 

集団指導・個別指導 

給付実績を活用する取組（複数回答可） （n=32） 
事業者等を抽出する際の観点 

（集団指導・個別指導／ケアプラン点検） 

 共通 
• 区分支給限度額に対する割合が高い 
• サービス内容・種類等に偏りがある 

 集団指導・個別指導 
• 同一法人割合が高い 
• 特定の加算の取得状況を抽出し、取得
要件に合致しているかを確認 

 ケアプラン点検 
• 長期間、要介護度の変化がない 
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（主なもの） 
 実施保険者 

• 不適切な給付の可能性がある内容について、過誤申立や、算定要件等の確認（事業者による自主
点検を含む。）による事業者の質の向上につながる。 

• 「福祉用具貸与一覧表」の活用により、貸与価格のバラつきを抑え、価格の適正化につながる。 

• 実地指導やケアプラン点検の事前準備の際、重点確認事項の整理に活用できる。 

 未実施保険者 

• 国保連合会の研修や他の保険者の取組を通じて、今後の活用の参考になっている。 

給付実績の活用について 

効果 

 
（主なもの） 
a. 帳票やシステムに対する理解及び活用方法を

さらに検討する必要性がある。より効果的な
活用に向けた最適な抽出条件等の検討。 

b. 帳票の活用に充てる人員体制の整備。引き継
ぎ体制の確保。 
 
 

 

 

 
（主なもの） 
a. 国保連合会の研修の受講やマニュアルの活用

等を通じて知識を定着させる。他の保険者の
取組を参考にする。 

b. 毎月の業務として定着化又は制度改正時期等
を外した集中処理期間の設定。複数の人員に
よる実施。実施手順の作成や職場内ＯＪＴの
実施。 

 

対策 課題 
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保険者 事業者 

理
解
度 

取
組
内
容 

 
• 係内会議等を通じた適宜の情報共有。 

• 国保連合会の研修の受講等によるノウ
ハウの蓄積。 

• 事業実施計画の作成による方向性の共
有。 

• 連絡会や集団指導等を通じた周知や趣
旨の共有。 

• 報酬請求内容の確認等について事業者
への協力依頼。 

給付実績の活用について 

事業趣旨の理解度 

9 

9 

17 

21 

6 

4 

19 

21 

13 

5 

1

2

3

4

5

19 

15 

18 

8 

2 

1

2

3

4

5
高 

低 

高 

低 

■ 平成28年度 ■ 平成27年度 

【平均】 
平成28年度：2.94 
平成27年度：3.10 

【平均】 
平成28年度：2.34 

※平成27年度については事業者
の理解度に対する設問項目なし 
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